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－74 （　  ）－
⑥ Yは，本件発信者に対し，「発信者情報開示に係る意見照会書」と題する書






































































⑥本件サイト 2には，評価を表す「レビュースコア」として，A商品が 3.7 ポ
イントであり，X商品が 3.3 ポイントであると表示されているほか，A商品に




















条 1項 12 号の不正競争に当たる。 
④本件サイト 2に「78 ジュールの出力は業界ナンバー 1」などと記載すること
は，A商品の広告にその品質について誤認させるような表示をする行為である
から，不正競争防止法 2条 1項 13 号の不正競争に当たる。
⑤本件サイト 3には，X商品が 52 ジュールであると記載する一方，A商品に
ついて「業界１の高出力」，「業界初の高出力である 78 ジュールを誇ること」，




























































































































































































































































































































（as of Sep 24, 2015）.
（注6）http://www.soumu.go.jp/main_content/000122708.pdf（as of Sep 24, 2015）.
（注7）「検証提言」以前にも，2005年の「インターネット上における違法・有害除法対策に
つ い て 」（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/others/kettei.pdf）（as of Sep 24, 2015），
2006年の「インターネット上の違法・有害情報への対応に関する研究会　最終報告書」
（http://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/286922/www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/2006/






bunka/gijiroku/012/020802f.pdf）（as of Sep 24, 2015），日本弁護士連合会「『プロバイダ
責任制限法検証に関する提言（案）』に対する意見書」（2011年6月30日）（http://www.



























pdf）（as of Sep 24, 2015）。
（注25）プロバイダ責任制限法ガイドライン等検討協議会「プロバイダ責任制限法発信者
情報開示関係ガイドライン（第3版）」（2015年）（http://www.telesa.or.jp/ftp-content/


























































db/world/america/america_c5.html#512）（as of Sep 24, 2015）。
（注67）18 U.S.C.§401, 1621, 1623.
（注68）刑法104条，155条，169条などが考えられる。
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